
 

調達機関コード 

 

００１  衆議院 ３２５  日本放送協会 

００２  参議院 ３２７  日本勤労者住宅協会 

００３  最高裁判所 ３２８ 地方公共団体金融機構 

００４  会計検査院  

００５  内閣 ４０４  日本私立学校振興・共済事業団 

００６  人事院 ４１１ 日本郵政公社 

００７  内閣府 ４１２ 成田国際空港株式会社 

００８  宮内庁 ４１３ 日本環境安全事業株式会社 

００９  国家公安委員会（警察庁） ４１４ 東京地下鉄株式会社 

０１０  防衛省 ４１５ 国立大学法人 

０１１  金融庁 ４１６ 大学共同利用機関法人 

０１２  総務省 ４１７ 東日本高速道路株式会社 

０１３  法務省 ４１８ 中日本高速道路株式会社 

０１４  外務省 ４１９ 西日本高速道路株式会社 

０１５  財務省 ４２０ 首都高速道路株式会社 

０１６  文部科学省 ４２１ 阪神高速道路株式会社 

０１７  厚生労働省 ４２２ 本州四国連絡高速道路株式会社 

０１８  農林水産省 ４２３ 日本アルコール産業株式会社 

０１９  経済産業省 ４２４ 競輪振興法人 

０２０  国土交通省 ４２５ 小型自動車競走振興法人 

０２１  環境省 ４２６ 株式会社商工組合中央金庫 

０２２ 消費者庁 ４２７ 全国健康保険協会 

 ４２８ 日本年金機構 

１０１  北海道旅客鉄道株式会社  

１０２  東日本旅客鉄道株式会社 ５０１ 独立行政法人国立公文書館 

１０３  東海旅客鉄道株式会社 ５０４ 独立行政法人酒類総合研究所 

１０４  西日本旅客鉄道株式会社 ５０５ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

１０５  四国旅客鉄道株式会社 ５０６ 独立行政法人大学入試センター 

１０６  九州旅客鉄道株式会社 ５０８ 独立行政法人国立女性教育会館 

１０７  日本貨物鉄道株式会社 ５１２ 独立行政法人国立科学博物館 

１０８  日本たばこ産業株式会社 ５１３ 独立行政法人物質・材料研究機構 

１０９  日本電信電話株式会社 ５１４ 独立行政法人防災科学技術研究所 

１１９  沖縄振興開発金融公庫 ５１５ 独立行政法人航空宇宙技術研究所 

１２５ 東日本電信電話株式会社 ５１６ 独立行政法人放射線医学総合研究所 

１２６ 西日本電信電話株式会社 ５１７ 独立行政法人国立美術館 

１２７ 株式会社日本政策金融公庫 ５２０ 独立行政法人教員研修センター 

１２８ 株式会社日本政策投資銀行 ５２１ 独立行政法人国立健康・栄養研究所 

 ５２５ 独立行政法人種苗管理センター 

２３３  社会保険診療報酬支払基金 ５２６ 独立行政法人家畜改良センター 

２３５  放送大学学園 ５３２ 独立行政法人水産大学校 

２３６  日本中央競馬会 ５３４ 独立行政法人農業生物資源研究所 

２３７  農林漁業団体職員共済組合 ５３５ 独立行政法人農業環境技術研究所 

２４４  消防団員等公務災害補償等共済基金 ５３８ 独立行政法人国際農林水産業研究センター 

 ５３９ 独立行政法人森林総合研究所 

３１２  関西国際空港株式会社 ５４０ 独立行政法人水産総合研究センター 

３２０  地方競馬全国協会 ５４１ 独立行政法人経済産業研究所 

３２３  日本船舶振興会 ５４２ 独立行政法人工業所有権情報・研修館 



 

５４３ 独立行政法人日本貿易保険 ５９１ 独立行政法人日本学生支援機構 

５４４ 独立行政法人産業技術総合研究所 ５９２ 独立行政法人情報通信研究機構 

５４５ 独立行政法人製品評価技術基盤機構 ５９３ 独立行政法人国立高等専門学校機構 

５４６ 独立行政法人土木研究所 ５９４ 独立行政法人大学評価・学位授与機構 

５４７ 独立行政法人建築研究所 ５９５ 独立行政法人国立大学財務・経営センター 

５４８ 独立行政法人交通安全環境研究所 ５９７ 独立行政法人国立病院機構 

５４９ 独立行政法人海上技術安全研究所 ５９８ 独立行政法人中小企業基盤整備機構 

５５０ 独立行政法人港湾空港技術研究所 ５９９ 独立行政法人都市再生機構 

５５１ 独立行政法人電子航法研究所 ６００ 独立行政法人奄美群島振興開発基金 

５５４ 独立行政法人航海訓練所 ６０１ 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

５５６ 独立行政法人航空大学校 ６０２ 独立行政法人日本高速道路保有・ 

５５７ 独立行政法人国立環境研究所 債務返済機構 

５５８ 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 ６０３ 独立行政法人国立青少年教育振興機構 

５５９ 自動車検査独立行政法人 ６０４ 独立行政法人海技教育機構 

５６０ 独立行政法人統計センター ６０５ 年金積立金管理運用独立行政法人 

５６１ 独立行政法人造幣局 ６０６ 独立行政法人労働安全衛生総合研究所 

５６２ 独立行政法人国立印刷局 ６０７ 独立行政法人 

５６３ 独立行政法人水資源機構     農業・食品産業技術総合研究機構 

５６５ 独立行政法人 ６０８ 独立行政法人住宅金融支援機構 

      鉄道建設・運輸施設整備支援機構 ６０９ 独立行政法人国立文化財機構 

５６６ 独立行政法人科学技術振興機構 ６１０ 独立行政法人農林水産消費安全技術センター 

５６７ 独立行政法人国際協力機構 ６１１ 独立行政法人国立がん研究センター 

５６８ 独立行政法人福祉医療機構 ６１２ 独立行政法人国立循環器病研究センター 

５６９ 独立行政法人農畜産業振興機構 ６１３ 独立行政法人国立精神・神経医療研究センター 

５７０ 独立行政法人北方領土問題対策協会 ６１４ 独立行政法人国立国際医療研究センター 

５７１ 独立行政法人国民生活センター ６１５ 独立行政法人国立成育医療研究センター 

５７２ 独立行政法人理化学研究所 ６１６ 独立行政法人国立長寿医療研究センター 

５７３ 独立行政法人国際交流基金 
６１７ 独立行政法人高齢・障害・ 

求職者雇用支援機構 

５７４ 独立行政法人日本芸術文化振興会  

５７５ 独立行政法人日本学術振興会  

５７６ 独立行政法人日本スポーツ振興センター  

５７７ 独立行政法人国立重度知的障害者  

    総合施設のぞみの園  

５７８ 独立行政法人農業者年金基金  

５７９ 独立行政法人日本貿易振興機構  

５８０ 独立行政法人新エネルギー・  

産業技術総合開発機構  

５８１ 独立行政法人国際観光振興機構  

５８２ 独立行政法人労働政策研究・研修機構  

５８３ 独立行政法人勤労者退職金共済機構  

５８５ 独立行政法人原子力安全基盤機構  

５８６ 独立行政法人石油天然ガス・  

    金属鉱物資源機構  

５８７ 独立行政法人宇宙航空研究開発機構  

５８８ 独立行政法人雇用・能力開発機構  

５８９ 独立行政法人環境再生保全機構  

５９０ 独立行政法人労働者健康福祉機構  

  

（注）上表には平成23年中に存在した機関のみを当時の名称にて掲載（名称変更による重複掲載あり）。 


